
★市民一人当たりにすると、
資産 　　純行政コスト 32万3千円
負債 （対前年度△5千円）

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

期首資金残高

当期収支 △1億円 経常費用（A） 275億円
（内訳） （内訳）

　1.業務活動収支 38億円 　1.人にかかるコスト 45億円

　2.投資活動収支 △36億円 　（職員給与、退職手当など）

　3.財務活動収支 △3億円 　2.物にかかるコスト 91億円

　（物品購入、光熱水費、修繕費、減

期末資金残高 　　価償却費など）

　3.移転支出的なコスト 136億円

10億円 　（社会保障給付、補助金など）

　4.その他のコスト 3億円

　（地方債の利子など）

経常収益（B） 14億円
資産 負債 期首純資産残高 　行政サービスの利用で市民が直接負担

（対前年度　+15億円） （対前年度　△5億円） する施設使用料や手数料などです。

　市が所有している財産で、行政サービス 　地方債や将来の職員の退職金など、将

の提供能力を示します。 来世代の負担で返済する債務です。 当期変動額
（内訳） 20億円 臨時損益（C） 4億円
　1.有形・無形固定資産 1,114億円 （内訳） 　資産の除売却損など

　　（道路、学校、庁舎など） 　1.純行政コスト △265億円

　2.投資その他の資産 130億円 純資産 　2.財源（税、国県補助など） 284億円 純行政コスト(A)-(B)+(C)
　　（基金、出資金など） （対前年度　+20億円） 　3.その他 1億円

　3.流動資産 80億円 　現世代が既に負担して、支払が済んで 　行政コストから収益を差し引いた純粋な

　　（現預金、財政調整基金、未収金など） いる資産です。 期末純資産残高 行政コストです。純資産変動計算書におけ

　　うち、現金預金 10億円 る財源調達で賄われます。

265億円

1,001億円

1,323億円 322億円

【資金収支計算書】
　効率的な行政サービスの実施に努めるとともに、市税などが増加したことから業
務活動収支は３８億円のプラスとなりました。一方で、負債残高を減少させつつ、
公共施設の整備に取り組んだことから、投資活動収支及び財務活動収支はそれぞれ
３６億円、３億円のマイナスとなりました。これらの結果、１年間の資金の増減額
は１億円のマイナスとなり、本年度末の資金残高は８億円となりました。なお、歳
計外現金（預り金）を加えた現金預金残高は１０億円となっています。

　1年間の行政活動のうち、福祉や教
育などにおける人的サービスや給付
サービスの提供など、資産形成につな
がらない行政サービスの経費と、サー
ビスの直接対価として得た受益者負担
金を財源として対比させたものです。

一時的な預り金を含む残高

981億円

1,001億円

【貸借対照表】
　健康ふれあい公園プール棟整備などにより資産全体としては１５億円の増加とな
りました。一方、負債においては、市債の借入を抑制したことなどにより５億円の
減少となりました。資産合計と負債合計の差引が純資産となるため、純資産として
は２０億円の増加となっています。

161万1千円（対前年度+1万8千円）

  39万3千円（対前年度△6千円）

　1年間の現金の収支の流れを三つの
活動区分に分けて表示したものです。

9億円

【純資産変動計算書】
　純行政コスト２６５億円に対して、税収等の財源は２８４億円と上回ったことか
ら、「本年度差額」は１９億円のプラスとなっており、現世代の負担によって将来
世代も利用できる財産を増やす財政運営ができたということを表しています。加え
て、寄附などにより無償取得した道路などの固定資産が１億円増加したことから、
本年度末の純資産残高は前年度末から２０億円増加しました。

8億円

　年度末において、市が住民サービスを提供するために保有している資産がどれだ
けあるか、またその資産をどのような財源で賄ってきたかを表します。

　純資産が1年間にどのように増減し
たかを示します。

【行政コスト計算書】
　１年間の行政サービスを提供するためにかかったコストは２７５億円で、使用料
や手数料など利用者の負担を差し引いた純経常行政コストは２６１億円となってい
ます。また、資産の除売却などの臨時的なコストと収入を加味した純行政コストは
２６５億円となっています。
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